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研究成果の概要（和文）：　「国際法の訴訟化」現象を手掛かりに、国際社会において現在質量ともに拡張しつつある
国際裁判機関を包括的に検討した。検討の結果、①訴訟を通じた国際法の実現、②裁判を通じた条約の発展的解釈、③
訴訟を通じた紛争解決と利益実現、④訴訟の累積による判例形成と法の予見可能性の拡大、といった状況が明らかにな
った。また、日本がICJに提訴された捕鯨事件を通じて、訴訟戦略や外交政策と連動させた訴訟論が必要である点につ
いても明らかにすることができた。

研究成果の概要（英文）：　In terms of "juridictionalisation" of international law, this research focused 
on the international courts and tribunals, which are now expanding in international society in its number 
and quality. As a result, the following points have been clarified; (1) realisation of international law 
through litigation, (2) evolutive interpretation of treaties in litigation, (3) dispute settlement and 
realisation of interests by litigation, (4) creation of case law by a lot of cases and the expansion of 
foreseeability of law. Furthermore, by analysing the Whaling case between Australia and Japan, it has 
been clarified that the litigation theory is needed to be combined with the litigation strategy and 
diplomatic policy.

研究分野： 国際法
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１．研究開始当初の背景 
 今日、国際法の「訴訟化」現象を見て取れ
る。日本も部外者ではなく、2010 年国際司法
裁判所の捕鯨事件を筆頭に、国際海洋法裁判
所、世界貿易機関紛争処理手続などで「訴訟」
が頻発している。しかしながら、国際法の「訴
訟化」現象の理論的分析と実践的対応に関す
る包括的且つ体系的な研究は、特に我が国で
はこれまでほとんど行われていない。また、
国際法の各分野において、急激に紛争解決手
続、裁判手続、履行確保手続等が質量ともに
拡大しており、各分野で判例法・判断例が蓄
積されつつある。こうした状況において、日
本の伝統的な国際法学の手法ではなく、新し
い研究手法が望まれる事態が生じている（例
えば、欧米流の判例重視主義への転換など）。 
 
２．研究の目的 
以上の問題関心に沿い、本研究ではこうし

た学術的なギャップを埋めるべく、実際に国
際訴訟に携わった経験を有する研究代表者
を中心とし、訴訟化著しい国際法の各分野の
専門家を結集して、国際法における訴訟化
（jurisdictionnalisation）に関する実証研
究と理論研究を行うことを目的とする。また、
日本政府や日本企業が国際裁判・国際仲裁に
関与するケースが増えつつあることに鑑み、
実際の訴訟・仲裁戦略の立て方や手続の利用
方法についても実践的・実務的な知見からの
アドバイスを提供することを目的としてい
る。 
 
３．研究の方法 
通常の研究手法（総論研究と各論研究に分

割）及び実務手法（国際裁判の実践面に注目
した訴訟戦略の立案や国際シンポジウムを
通じた意見交換）で構成される。個別分野の
研究者に「訴訟化」の最新の状況を報告して
もらい、これを総論的・包括的に分析する。
また、ICJ の捕鯨事件に関する国際シンポジ
ウムを開催し（2014 年 5 月）、その成果を英
文図書の形で出版する。 
 
４．研究成果 
 本研究の結果、次の点が明らかになった。
①国際法の各分野において紛争解決手続・履
行確保制度・監視制度等が重層的に発展して
おり、しかも相互影響を与えつつ国際法を形
成している。特に、ICJ が自らの判決におい
て他の裁判所・紛争解決機関の判断基準を用
いる例が増えてきている（例えば、捕鯨事件
では、WTO で発達した standard of review と
いう概念を用いている）。このように、各分
野の国際法が個別・独立して判例形成してい
る側面だけでなく、多層的な構造で国際法を
発展させていることが分かった。②国際裁判
実務の観点からの分析を行った。とりわけ、
近年は日本が国際裁判の訴訟当事者になる
ケースが増えており、如何なる訴訟手続を用
いて対応すべきかを検討し、明らかにした。

③ICJ 捕鯨事件に関する国際シンポジウムを
開催し（2014 年 5 月）、その成果を英文書籍
の形で発表する（2016 年 6 月に刊行予定）。
日本における日本語の議論だけでなく、広く
世界に成果を問うものであり、高く評価され
る。 
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